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１．はじめに 
本試行は、平成 24 年度補正予算等の執行に伴う工事において、今後の工事の本格化に伴っ

て労務市場が逼迫し、宿泊費や労働者の赴任手当など地域外からの労働者確保が必要になる

場合が想定されることから、契約締結後、労働者確保に要する方策に変更があった場合、必

要となる費用について設計変更により対応可能とするものである。 

 今回の改定は、工事費構成書に示す各費目に対する実績変更対象費の割合について、修正を行

うものである。 
 
２．試行対象工事 

本試行の対象工事は、以下の工事とする。 

１） 令和 5 年 4月 1 日以降公告または指名通知する工事。 

２） 令和 5 年 4月 1 日以降に変更契約する工事。 

なお、土木工事標準積算基準（共通編）に記載されている工種区分以外を使用する工事へ

は適用しない。 

 

３．設計変更の対象費 
「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示す

費用（以下「実績変更対象費」という）について、設計変更の対象とする。 

営 繕 費：労働者送迎費、宿泊費、借上費 

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用 

構成費目 率分に含まれる主な項目 

営繕費 借上費 ・建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上

げした場合に要した費用 

宿泊費 ・労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用 

労働者送迎 ・労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を

含む）をするために要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等

含む） 

現場管理費 

(労務管理費) 

募集・解散費 ・労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当 

賃金以外の食

事・通勤等に

要する費用 

・労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費 

・支給した交通費 

 労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に

応じて支給される手当 

 会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費

用に応じて支給される手当 

 遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当

たる手当 



４．入札公告等による入札参加者への周知 
本試行の対象工事であることを記載し、入札参加者へ周知する。 

 
５．特記仕様書への記載 

特記仕様書に本試行の対象工事であることを明示する。 

＜記載例＞ 

 

10.その他-18 労働者確保に要する間接費の設計変更

1.本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更対象費」という）に
ついて、工事実施にあたって不足する技術者や技能者を広域的に確保せざるを得ない場合も考えられることから、契約締結後、労働者確保
に要する方策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合は、実績変更対象費の支出
実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変更する試行工事である。
営 繕 費：労働者送迎費、宿泊費、借上費
　　　　　　（宿泊費、借上費については労働者確保に係るものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用

2.受注者から協議があった場合、発注者は工事費構成書にて共通仮設費及び現場管理費に対する実績変更対象費の割合を提示するものと
する。

3.受注者は、前条で示された割合を参考にして実績変更対象費に係る費用の内訳を記載した実施計画書（様式１）を作成し、監督職員に提出
するものとする。

4.最終精算変更時点において、実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合は、変更実施計画書（様式２）及び実績変更対象
費に実際に支払った全ての証明書類（領収書、領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に提出し、設
計変更の内容について協議するものとする。

5.受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加費用については、設計変更の対象としない。

6.実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合、共通仮設費率分は、土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施計画書
（様式１）に記載された共通仮設費率分の合計額を差し引いた後、証明書類において確認された費用を加算して算出する。また、現場管理費
は、土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施計画書（様式１）に記載された現場管理費の合計額を差し引いた後、証明書類において
確認された費用を加算して算出する。
　なお、全ての証明書類の提出がない場合であっても、提出された証明書類をもって金額の変更を行うものとする。

7.受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については、法的措置及び指名停止等の措置を行う場合がある。

8.疑義が生じた場合は、監督職員と協議するものとする。

＜入札広告文・入札説明書への記載例＞ 

本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理費」

の下記に示す費用（以下「実績変更対象費」という。）について、工事実施にあたって不

足する技術者や技能者を広域的に確保せざるを得ない場合も考えられることから、契約

締結後、労働者確保に要する方策に変更が生じ、土木工事標準積算基準書の金額相当で

は適正な工事の実施が困難になった場合は、実績変更対象費の支出実績を踏まえて最終

精算変更時点で設計変更する試行工事である。 

営 繕 費：労働者送迎費、宿泊費、借上費 

（宿泊費、借上費については労働者確保に係るものに限る。） 

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用 



６．契約中の工事の対応 
契約中の工事については、速やかに「５．特記仕様書への記載」の内容について、監督職

員が受注者に対し指示を行うとともに、指示後１０日以内に工事費構成書にて当初の共通仮

設費及び現場管理費に対する実績変更対象費の割合を提示する。 

 

７．本試行の契約後の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１）工事費構成書に示す各費目に対する実績変更対象費の割合は次のとおりとする 

 （１）令和 4年度版、令和 3 年度の土木工事標準積算基準書を用いて適用している 

工事・・・別紙１ 

 （２）令和 2年度版以降の港湾請負工事積算基準を用いて適用している工事・・別紙２ 

 

２）発注者は、受注者から請負代金内訳書の提出があった後、工事費構成書にて共通仮設

費及び現場管理費に対する実績変更対象費の割合を提示する。 

 

 

 

３）受注者は、発注者が提示した割合を参考にして実績変更対象費に係る費用の内訳を記 

載した実施計画書（様式１）を作成し、監督職員に提出するものとする。 

(既契約の工事に追加する場合は、前項により実績変更対象費の割合の提示を受けた後、

速やかに実施計画書（様式１）を作成し、監督職員に提出するものとする。） 

 ４）最終精算変更時点において、実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合

は、変更実施計画書（様式２）及び実績変更対象費に実際に支払った全ての証明書類（領

収書、領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。）を監督職員に提

出し、設計変更の内容について協議するものとする。 

 なお、受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加

費用については、設計変更の対象としない。 



 ５）実績変更対象費の支出実績を踏まえて設計変更する場合、共通仮設費率分は、土木工

事標準積算基準に基づく算出額から実施計画書（様式１）に記載された共通仮設費率分

の合計額を差し引いた後、証明書類において確認された費用を加算して算出する。また、

現場管理費は、土木工事標準積算基準に基づく算出額から実施計画書（様式１）に記載

された現場管理費の合計額を差し引いた後、証明書類において確認された費用を加算し

て算出する。なお、全ての証明書類の提出がない場合であっても、提出された証明書類

をもって金額の変更を行うものとする。 

  

９．精算変更 

 ➣最初に、標準積算基準に基づき共通仮設費（率分）及び現場管理費（率分）を算出する。 

➣工事費構成書で提示した割合を用いて実績変更対象費の発注者側の金額を算出する。 

➣受注者から提出された実施計画書（様式１）及び変更実施計画書（様式２）から、実績

変更対象費の受注者側の金額を算出する。 

➣実績変更対象費の発注者側の金額と受注者が実際に要した金額（証明書類の提出があっ

た金額の合計）を用いて、実績変更対象費の積上げ額を算出する。 

その際、「実績変更対象費の官側の積算額と積上げ額の計」が「受注者が提出した実績

変更計画書の額」を超えないものとする。 

 

 

 

 

附則 

・このマニュアルは、平成 25 年 3月 29 日より施行する。 

・令和 5 年 3月 24 日の改定は、工事費構成書に示す各費目に対する実績変更対象費の割

合の変更である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式 1 

 

実績変更対象費に関する実施計画書 

費目 費用 内容 計上額 

共通 

仮設費 

営繕費 借上費 現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉

庫、材料保管場所等の敷地借上げに要

した地代及び建物を建築する代わりに

貸しビル、マンション、民家等を長期

借上げした場合に要した費用 

 

宿泊費 労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した

場合に要した費用 

 

労働者 

送迎費 

労働者をマイクロバス等で日々当該現

場に送迎輸送（水上輸送を含む）をす

るために要した費用（運転手賃金、車

両損料、燃料費等含む） 

 

小 計   

現場 

管理費 

労務 

管理費 

募集及び 

解散に要 

する費用 

労働者の赴任手当、労働者の帰省旅費、

労働者の帰省手当 

 

賃金以外 

の食事、通

勤等に要

する費用 

労働者の早出・残業時の食事費（事業

主負担分）、食事補助費、支給した交通

費（注１） 

 

小 計   

合 計  

(注１)支給した交通費とは  

・労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給される手当  

・会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給される手当   

・遠隔地の工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当 

 

 

 

 

 

 



様式 2 

 

実績変更対象費に関する変更実施計画書 

費目 費用 内容 当 初 

計上額 

変 更 

計上額 

差 額 

共通 

仮設

費 

営繕

費 

借上費 現場事務所、試験室、労働者宿

舎、倉庫、材料保管場所等の敷

地借上げに要した地代及び建

物を建築する代わりに貸しビ

ル、マンション、民家等を長期

借上げした場合に要した費用 

   

宿泊費 労働者が、旅館、ホテル等に宿

泊した場合に要した費用 

   

労働者 

送迎費 

労働者をマイクロバス等で

日々当該現場に送迎輸送（水上

輸送を含む）をするために要し

た費用（運転手賃金、車両損料、

燃料費等含む） 

   

小 計     

現場 

管理

費 

労務 

管理

費 

募集及

び解散

に要す

る費用 

労働者の赴任手当、労働者の帰

省旅費、労働者の帰省手当 

   

賃金以

外 

の食事、

通勤等

に要す

る費用 

労働者の早出・残業時の食事費

（事業主負担分）、食事補助費、

支給した交通費（注１） 

   

小 計     

合 計    

(注１)支給した交通費とは  

・労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給される手当  

・会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給される手当  

・遠隔地の工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当 





 

 

 

別紙２


